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1. はじめに 

地球温暖化問題への対応が重要視される中、日本で

は 2050 年における CO2排出量を 1990 年比で 60~80％

削減するという目標が発表され(首相官邸 2008)、その

実現に向けた様々な施策が実行され始めている。 

日本における運輸部門を起源とするCO2排出量は全

体の約 2 割を占めており(環境省)、その削減は重要で

ある。現在見込まれている削減効果の大部分は低環境

負荷車両の普及によるものと想定されている。しかし、

運輸部門CO2排出量の長期的な推移に関する従来の研

究では、車両技術の進歩を十分に考慮しているとは必

ずしも言えない。 

そこで本研究では、自動車及び鉄道車両の長期的な

技術進歩とその普及によって、2050 年における日本の

CO2 排出量をどの程度削減しうるかを推計することを

目的とする。 

 

2. 技術革新の動向 

自動車分野においては今後、電気自動車(EV)や燃料

電池自動車(FCV)がガソリン車に代わり台頭すると考

えられている。鉄道車両については、更なる電化が進

む見通しである。その為、CO2 排出量推計にあたって

は、そのエネルギー源である電力の供給段階の考慮が

重要である。 

そこで本研究では、自動車及び鉄道車両の技術に加

え、電力の供給段階における技術も検討対象とする。

具体的な技術として、自動車については、EV、FCV、

ハイブリッド車(HV)を対象とし、鉄道については、走

行時のエネルギー効率の向上を対象とする。また電力

の供給段階の技術として、太陽光、風力、地熱、バイ

オマス発電及び炭素回収・貯留システム(CCS)を対象

とする。 

 

3. CO2排出量推計手法 

3.1 CO2排出量推計式 

 自動車・鉄道を考える(他は考えない)。自動車起源

CO2 排出量 Ecの推計には式(1)を用いる。 

 

ୡܧ ൌ ݕ ൈ ݈ ൈ ݁         (1) 

    ここで Ec：乗用車起源 CO2排出量[t-CO2/年] 

         y：車両保有台数[台] 

        lc：1 台あたり走行距離[km/年・台] 

ec：CO2排出量原単位[t-CO2/km] 

 

乗用車の車両保有台数及び 1 台あたり走行距離は、

森田ら 1)による乗用車保有台数モデル及び走行距離モ

デルを用いて予測する。乗用車以外の車両保有台数及

び 1 台あたり走行距離については、自動車輸送統計調

査による 2000 年の値を用いる。 

鉄道起源 CO2排出量 Erの推計には式(2)を用いる。 

 

ܧ        ൌ ݈ ൈ ݁                   (2) 

ここで Er：鉄道起源 CO2排出量[t-CO2/年] 

lr：年総走行距離[km/年] 

er：CO2排出量原単位[t-CO2/km] 

 

 鉄道の年総走行距離は、鉄道輸送統計調査による

2000 年の値を用いる。また、鉄道の非電化区間は短い

ため、本研究では全ての路線が電化区間であると仮定

する。 

 

3.2 CO2排出量原単位の定義 

 運輸部門の CO2排出量を推計するにあたって、車両

走行時の排出量のみならず、車両製造や維持による排

出、燃料の採掘や精製時の排出も考慮する必要がある。

前者は Life Cycle Assessment(LCA)、後者は Well to 

Wheel 分析と呼ばれる評価手法である。本研究におい

てもこれらの手法を適用し、CO2排出量原単位を式(3)

のように考える。 
 

݁ ൌ ܹ   (3)                ܮ

ܹ ൌ
燃料採掘から補給までの排出量ሾt‐ COଶ/kWhሺℓሻሿ

走行時燃費ሾkm/kWhሺℓሻሿ
 

ܮ ൌ
車両製造・廃棄・維持管理による排出量ሾt‐ COଶሿ

総走行距離ሾkmሿ
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LCA において設定が必要となる車両使用年数は、乗

用車 10 年、鉄道 30 年と仮定する。 

 

4. 技術進歩及びその普及の影響評価手法 

 長期的な技術進歩及びその普及量を正確に予測する

ことは困難である。そのため本研究では、現在までの

推移及び既往研究の値を参考に、幅を持たせた設定を

行う 2)~7)。その上で、「発電」と「低環境負荷自動車普

及」を組み合わせたシナリオを用いて評価を行う。 

＜発電シナリオ＞ 

・電力の供給構成、発電効率を表-1 のとおり仮定する。 

・2050 年時における総発電電力量は、現状より 45%増

加すると仮定する。 

・送電によるエネルギーロスは 5%と仮定する。 

＜低環境負荷車普及シナリオ＞ 

・EV、FCV、HV の普及量を表-2 のとおり仮定する。 

・FCV の燃料となる水素の製造方法は、全て水の電気

分解であると仮定する。 

 

5. 推計結果 

発電シナリオ(1)~(3)における各車種の CO2排出量原

単位の推計結果を図-1に示す。FCVよりEVの方がCO2

排出量原単位が小さいことが分かる。 

各シナリオにおける 2050 年時 CO2排出量の削減割

合(2000 年比)を図-2に示す。CO2排出量原単位とは逆

に、全てのシナリオにおいて「(a)EV 大量普及」より

「(b)FCV 台頭」の方が削減割合が大きくなる。これは、

トラックやバスへの FCV の普及が原因と考えられる。 

 

6. おわりに 

 本稿では車両技術の進歩及びその普及が運輸部門起

源 CO2排出量に与える影響について、シナリオ分析を

行った。その結果、技術進歩やその普及に伴い、2050

年時の運輸部門CO2排出量がどの程度削減されるか定

量的に算出できた。今後は、技術の時系列的な変化を

織り込み、CO2 排出量削減施策の実施時期の検討を行

う予定である。 
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表-1 発電シナリオ 

(1)自然エ

ネルギー

利用増加 

太陽光、地熱等の自然エネルギー利

用の発電効率が向上 → 自然エネ

ルギーの利用が促進 

(2)原子力

依存 

自然エネルギー利用の発電効率は

ほぼ現状維持 → 自然エネルギー

の利用が進まず、原子力に依存 

(3)CCS 導

入 
シナリオ(1)の仮定に加え、火力発電

の 50%に CCS を導入 
 

表-2 低環境負荷自動車普及シナリオ 

(a)EV大量

普及 

2050 年時の車両比率は EV50%、

HV50%(トラック・バスは、HV100%)

(b)FCV 台

頭 

技術革新により FCV の価格が低下 

→2050 年時の車両比率は FCV30%、

EV20%、HV30%(トラック・バスは

FCV30%、HV70%) 
 

 
図-1 各車種の2050年時CO2排出量原単位 

 

 
図-2  2050年時CO2排出量の削減割合 
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